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厚生労働省健康危機管理基本指針 

• 平成９年１月に 

 「厚生省健康危機管理基本指針」 

        を策定 

• 「健康危機管理対策室」を設置 

• 「健康危機管理調整会議」及び「幹事会」
 を毎月１回ずつ開催（第２，第４金曜日） 

• 有事には、緊急の調整会議を召集 
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近年の国内健康危機管理事例 

 平成 ７年  阪神・淡路大震災、地下鉄サリン事件   

 平成 ８年  堺市O-１５７食中毒 

 平成１０年  和歌山市毒物混入カレー事件 

 平成１１年  東海村臨界事故 

 平成１２年  有珠山噴火、雪印製品食中毒、三宅島噴火   

 平成１３年  兵庫・明石花火大会事故 

 平成１４年  SARS 

 平成１６年  台風２３号、新潟中越地震、スギヒラタケ脳症 

 平成１７年４月 福知山線尼崎脱線事故 

 平成１９年７月 新潟中越沖地震 

 平成２０年  中国ギョーザ等 

 平成２１年  新型インフルエンザ（A/H1N1） 

 平成２３年３月    東日本大震災・福島第一原発事故 
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平時の健康危機管理業務 
１．健康危機情報の監視 
 関係者との円滑な連携・組織と信頼関係の構築 

２．公衆衛生対応、および、初動期医療の整備 
 通信環境等の対策資材の整備 

 希少医薬品の備蓄 

 初動期医療（自然災害、自然災害以外）  

３．危機管理関連の調査研究 
 危機事態の被害予測とその対策 

 国内外の動向の把握 

４．対策マニュアルの整備、訓練・研修会の実施 
 対策計画の策定 

 被害の極小化措置（二次災害の予防） 
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―予防対策 
 

―応急対策 緊急事態応急対策拠点施設（オフサイトセンター）に総括班、放射線班、 

        医療班、住民安全班、広報班等が設置 医療班では、被ばく状況の把握、 
     医療活動の把握・調整、医薬品の確保等を担当 
 

―事後対策   居住者等に対する健康診断及び健康相談その他医療に関する措置を行う 

 全県民対象の放射線被ばく量の推定調査 
 中長期的な健康調査（18歳以下の甲状腺検査等）  
 子どもや妊婦に対する積算線量計の貸与 
 子どものサマーキャンプ       

原子力災害への対応について 

会場 開催日 主な対象地域 案内発送（〆切り） 

福島市、南相馬市、いわき市、郡山市 ３月２日、３日、17日 県市町村等 １月16日（２月10日） 

宮城県仙台市 ３月23日 （金） 宮城県・岩手県市町村 〃 

茨城県水戸市 ３月16日 （金） 茨城県・千葉県市町村 〃 

埼玉県和光市（国立保健医療科学院） ４月以降 群馬県・栃木県市町村 ４月以降 

専門職向け子育て家庭への相談援助のための「放射線と健康」セミナーを開催 

 国立保健医療科学院の健康危機管理研修（６月、10月、１月開催）でも「放射線と健康」を盛込む。 

   国  →  県基金 → 市町村 
 
 ※24年４月から環境省（原子力安全庁） 

 （経産省）  

 福島原発事故の健康管理対策 

対象：保健所、児童相談所、児童福祉施設に勤務する保健師、看護師、栄養士、保育士等 

原子力災害対策特別措置法、防災基本計画等に次の通り政府の対策が定められている。 
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平成２４年度科学技術関係施策 
予算案の概要について 

大臣官房厚生科学課 

責任者：塚原 太郎 

担当者：大鶴 友博 

連絡先：０３－３５９５－２１７１ 
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科学技術研究等の推進に係る基本的考え方 

１．科学技術施策関連の周辺動向を踏まえた重点化 
 

① 科学技術基本計画に基づく、科学技術重要施策アクションプランへ重点化 
 

○ 復興・再生並びに災害からの安全性向上 
○ ライフイノベーション 

 

② “新成長戦略”や“社会保障・税一体改革成案”等を踏まえ、 「ライフ・イノベーションの一
体的な推進」を平成２４年度予算案に計上 

 

２．その他の厚生労働省における重要事項への対応 
 

○ 難治性疾患の治療薬のシーズの発見及び治療法の開発が期待できる研究 
 

○ Ｂ型肝炎の新規治療薬の開発につながる基盤研究 
 

○ ＨＴＬＶ－１（ヒトT細胞白血病ウイルス1型）関連疾患の疫学的な実態把握、病態解明から診断・
治療の研究 

                                                   など 
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糖尿病患者…約２３７万人 

高血圧性疾患患者…約７９７万人 

自殺死亡者数… ３万人以上 

身体障がい児・者…約３６６万人 

知的障がい児・者… …約５５万人 

精神障がい者… …約３２３万人 

データは「国民衛生の動向 ２０１０／２０１１」・障害者白書（平成２２年度版）より 
（必ずしも最新のものではない場合がある） 

輸入食品の割合…約６割（エネルギーベース） 
がん患者…約１５２万人 

 がんによる死亡…約３４万人 

  （死亡者の総数の約３０％） 

安全・安心で 
質の高い健康 
生活の実現 

厚生労働 
科学研究 
による貢献 

疾病や障がい等の克服 
健康や安全に関する懸念の解消 

国民の多様なニーズへのきめ細かな対応 

HIV感染者…１１,５６０人 要介護認定者…約４６９万人 

科学的根拠 

労働災害による死亡者数…１,０７５人 

合計特殊出生率…１.３７ 

（例） 
・疾病の診療ガイドラインの策定 
・革新的な医薬品・医療機器等の開発 
・成果の法律や規制等への反映 

Ｂ型肝炎ウイルスキャリア…約１００～１３０万人 

Ｃ型肝炎ウイルスキャリア…約１５０～１９０万人 

厚生労働科学研究について 
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厚生労働科学研究費補助金制度の概要 

○  厚生労働科学研究費補助金は、国民の保健・医療・福祉・
生活衛生労働安全衛生などに関する行政施策の科学的な推
進を確保し、並びに技術水準の向上を図ることを目的とし、
独創的又は先駆的な研究や社会的要請の強い諸問題に関
する研究について、原則公募の上交付。   

○ なお、当該補助金については、競争的な研究環境の形成
を行い、厚生労働科学研究の振興を一層推進する観点から、
厚生労働省のホームページに公募要項を掲載しており、また、
平成２０年１月以降については、府省共通研究開発管理シス
テム（ｅーＲａｄ）を用いて公募を行っているところ。   
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平成２４年度科学技術関係予算案の概要 
平成２４年度予算案                  
  科学技術関係経費                １，６００億円（１，５０１億円・＋６．６％） 
   うち厚生労働科学研究費補助金（※）      ４６５億円（４３８億円・＋６．１％）       

                                                                  ※ 復興庁計上分を含む 

厚生労働科学研究費補助金に係る平成２４年度予算案の概要 

注）括弧内は平成２３年度予算額 

（Ⅰ．行政政策研究分野） 

行政政策研究事業 

厚生労働科学特別研究事業 

 

（Ⅲ．疾病・障害対策研究分野） 

成育疾患克服等次世代育成基盤

研究事業 

第３次対がん総合戦略研究事業 

生活習慣病・難治性疾患克服総

合研究事業 

長寿・障害総合研究事業 

感染症対策総合研究事業 

 

約５．８億円（約６．５億円） 

約２．８億円（約２．８億円） 

 

 

 

約３．９億円（約４．５億円） 

約３７億円（約４６億円） 

 

約１０１億円（約１０４億円） 

約２３億円（約２７億円） 

約７３億円（約５３億円） 

（Ⅱ．厚生科学基盤研究分野） 

先端的基盤開発研究事業 

臨床応用基盤研究事業 

 

（Ⅳ．健康安全確保総合研究分野） 

地域医療基盤開発推進研究事業  

労働安全衛生総合研究事業 

食品医薬品等リスク分析研究事業 

健康安全・危機管理対策総合研究事業 

 

 

 

約４５億円（約５３億円） 

約４２億円（約５０億円） 

 

 
約４．５億円（約５．３億円） 

約０．８億円（約０．９億円） 

約２４億円（約２５億円） 

約２．６億円（約３．０億円） 

 

 

 

約７５億円（約５７億円） 

 
【 復興庁計上分 】 
  東日本大震災からの復興及び大規模災害時への対応に関する研究 
 
＜ 参考 ＞ 
  ライフ・イノベーションの一体的な推進 （※厚生労働科学研究費補助金の再掲）  

 
  
約２５億円 

 
           
約６２億円 

（Ⅴ．健康長寿社会実現のためのﾗｲﾌ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 
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治験 
【ヒト】 

 
臨 
床 
研 
究 

     ライフ・イノベーションの一体的な推進    平成24年度予算案 ：127億円 

目的：日本発の革新的な医薬品・医療機器等の創出により、健康長寿社会を実現するとともに、国際競
争力強化による経済成長に貢献する。 

疾病の 
原因究明 

候補物質の発
見・絞り込み 

非臨床 
試験 
【動物】 

申請・審査 

承認 

保険適用 
製造販売後調査 

臨床 
現場 

② 臨床研究を促進 
日本の豊富な基礎研究の成果から 

革新的な医薬品等を創出するためには、
国際水準で臨床研究を行い、質の高い
データをもとに薬事承認につなげる 
ための基盤構築が必要である。 

課題 施策の推進 

① 創薬・治療法の開発を促進 

国民のニーズの高い疾患に対する創
薬・治療法の開発（再生医療含む。）に
特化した研究費の配分が十分でなく、
選択と集中が必要である。 

③ 承認審査を促進 

再生医療など革新的な医療技術の
開発や承認審査には、有効性・安全
性・品質の評価手法を予め確立してお
くことが必要である。 

④ 新技術を適正に評価 

新たな医療技術等の保険収載に際し、
さらなるイノベーションの評価や、開発
のインセンティブを確保しつつ、費用対
効果も勘案した評価が必要である。 

② 臨床研究中核病院等の整備及び機能強化 （３４億円） 

・臨床研究中核病院を新たに５か所選定し、研究を支援する人材
などの体制を重点的に整備する。 

・国立高度専門医療研究センターの体制整備を行い、臨床研究
等を支援する。 

① 個別重点分野の研究開発・実用化支援 （７１億円） 

・がん（小児がん、難治がん等）、Ｂ型肝炎、うつ病、難治性・希少
性疾患等 
・再生医療（研究開発の基盤構築と免疫拒絶、がん化への対応） 
・iPS細胞等ヒト幹細胞を用いた創薬基盤技術の開発 
・個別化医療を推進するためのバイオバンクの整備等 

③ 技術の進歩に対応する薬事承認審査・安全対策の向上 
  （２１億円） 

・新たな技術に対応する審査の迅速化と安全対策の充実・強化
のため、開発途上の最先端の技術の安全性と有効性を評価で
きる人材の育成や、人材の交流による研究成果を開発側と規
制側で共有する。  
・新技術の未知のリスクに対応する安全対策の強化と医薬品・医
療機器等の生産・流通のグローバル化への対応を進める。 

④ 費用対効果を勘案した医療技術等の評価に関する研究・調査  
  （０．８億円） 

・諸外国で行われている評価体系で医療経済評価を試行的に実
施した場合の、実行可能性等を検証する。研究報告等も踏まえ、
社会的影響やガイドラインの策定等の検討・調査を行う。 

② 
① 

③ 

④ 
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